
【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 88,684,237   固定負債 27,852,504

    有形固定資産 60,749,092     地方債 22,034,433

      事業用資産 36,897,087     長期未払金 98,422

        土地 6,770,810     退職手当引当金 5,719,649

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 58,464,308     その他 -

        建物減価償却累計額 -30,117,803   流動負債 3,735,077

        工作物 5,073,966     １年内償還予定地方債 3,384,811

        工作物減価償却累計額 -4,048,467     未払金 243

        船舶 4,147     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -2,602     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 238,587

        航空機 -     預り金 111,436

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 31,587,581

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 752,728   固定資産等形成分 94,159,698

      インフラ資産 22,954,664   余剰分（不足分） -30,794,685

        土地 109,333

        建物 1,090,045

        建物減価償却累計額 -483,843

        工作物 75,682,474

        工作物減価償却累計額 -53,531,950

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 88,604

      物品 2,871,850

      物品減価償却累計額 -1,974,509

    無形固定資産 22,265

      ソフトウェア 22,265

      その他 -

    投資その他の資産 27,912,881

      投資及び出資金 6,294,704

        有価証券 41,900

        出資金 6,249,804

        その他 3,000

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 299,422

      長期貸付金 142,997

      基金 21,195,656

        減債基金 5,326,686

        その他 15,868,970

      その他 -

      徴収不能引当金 -19,898

  流動資産 6,268,357

    現金預金 712,089

    未収金 85,827

    短期貸付金 18,168

    基金 5,457,293

      財政調整基金 5,457,293

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -5,020 純資産合計 63,365,013

資産合計 94,952,594 負債及び純資産合計 94,952,594

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 17,499,885

    その他 -

  臨時利益 23,279

    資産売却益 23,279

    資産除売却損 217,551

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 17,305,613

  臨時損失 217,551

    災害復旧事業費 -

  経常収益 1,341,113

    使用料及び手数料 381,790

    その他 959,323

      社会保障給付 2,208,751

      他会計への繰出金 1,635,564

      その他 10,411

        その他 94,859

    移転費用 7,378,068

      補助金等 3,523,342

      その他の業務費用 322,727

        支払利息 202,586

        徴収不能引当金繰入額 25,283

        維持補修費 629,673

        減価償却費 2,915,723

        その他 6,506

        その他 227,562

      物件費等 7,314,211

        物件費 3,762,308

        職員給与費 3,124,972

        賞与等引当金繰入額 279,187

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 18,646,726

    業務費用 11,268,658

      人件費 3,631,721

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 62,005,157 91,657,427 -29,652,271

  純行政コスト（△） -17,499,885 -17,499,885

  財源 18,912,044 18,912,044

    税収等 15,418,320 15,418,320

    国県等補助金 3,493,724 3,493,724

  本年度差額 1,412,159 1,412,159

  固定資産等の変動（内部変動） 2,508,945 -2,508,945

    有形固定資産等の増加 4,582,925 -4,582,925

    有形固定資産等の減少 -3,133,274 3,133,274

    貸付金・基金等の増加 1,730,228 -1,730,228

    貸付金・基金等の減少 -670,934 670,934

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -6,674 -6,674

  その他 -45,628 - -45,628

  本年度純資産変動額 1,359,856 2,502,271 -1,142,415

本年度末純資産残高 63,365,013 94,159,698 -30,794,685

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 100,565

本年度歳計外現金増減額 10,871

本年度末歳計外現金残高 111,436

本年度末現金預金残高 712,089

    その他の収入 -

財務活動収支 948,956

本年度資金収支額 -579,162

前年度末資金残高 1,179,815

本年度末資金残高 600,653

  財務活動支出 3,314,744

    地方債償還支出 3,314,744

    その他の支出 -

  財務活動収入 4,263,700

    地方債発行収入 4,263,700

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 23,279

    その他の収入 -

投資活動収支 -5,640,429

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 267,231

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 243,953

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,907,660

    公共施設等整備費支出 4,582,925

    基金積立金支出 1,318,647

    投資及び出資金支出 6,089

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 170,892

業務活動収支 4,112,311

  業務収入 19,623,327

    税収等収入 15,407,962

    国県等補助金収入 3,322,832

    使用料及び手数料収入 382,507

    その他の収入 510,026

    移転費用支出 7,378,068

      補助金等支出 3,523,342

      社会保障給付支出 2,208,751

      他会計への繰出支出 1,635,564

      その他の支出 10,411

    業務費用支出 8,303,840

      人件費支出 3,619,661

      物件費等支出 4,401,899

      支払利息支出 202,586

      その他の支出 79,694

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,681,908



 

 

注 記 

 

1 重要な会計方針 

（1）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としていま

す。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（2）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･････････････････取得原価（または償却原価法（定額法）） 

   ③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･････････････････出資金額 

 

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   該当なし 

 

（4）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   10年～50年 



 

 

工作物  10年～60年 

物品   10年～50年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

  ③ リース資産 

    該当なし 

 

（5）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し

ています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計

上しています。 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職

手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益の

うち、当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい

ます。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（6）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 



 

 

（7）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物です。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 

（8）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が 50万円以上の場合に資産として計上

しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 50万円未満であるときに修繕

費として処理しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

（1）会計方針の変更 

   該当なし 

 

（2）表示方法の変更 

   該当なし 

 

（3）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当なし 

 

3 重要な後発事象 

（1）主要な業務の改廃 

   該当なし 

 

（2）組織・機構の大幅な変更 

   該当なし 

 

（3）地方財政制度の大幅な改正 

   該当なし 

 

（4）重大な災害等の発生 

   該当なし 



 

 

4 偶発債務 

（1）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当なし 

 

（2）係争中の訴訟等 

   該当なし 

 

5 追加情報 

（1）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま

す。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次

のとおりです。 

実質赤字比率    － ％ 

連結実質赤字比率  － ％ 

実質公債費比率   7.8％ 

将来負担比率    － ％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

2,211,167千円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

繰越明許費      959,388千円 

     事故繰越額      21,386千円 

     継続費の逓次繰越額  60,706千円 

⑦ 過年度修正等に関する事項 

該当なし 

 

（2）貸借対照表に係る事項 

① 減債基金に係る積立不足額 

該当なし 

② 基金借入金（繰替運用）残高 

 該当なし 



 

 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、後年度の普通交付税の算定基礎である基準

財政需要額に含まれることが見込まれる金額 

24,212,151千円 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、

次のとおりです。 

   標準財政規模                     14,652,648千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,751,711千円 

将来負担額                      32,086,148千円 

充当可能基金額                    23,067,962千円 

特定財源見込額                     106,618千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     24,212,151千円 

⑤ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース

債務金額 

該当なし 

 

（3）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して

います。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（4）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  -250,838千円 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支             4,112,311千円 

投資活動収入の国県等補助金収入        0千円 

未収債権、未払債務等の増加（減少）   -306,450千円 

減価償却費              -2,915,723千円 

賞与等引当金繰入額           279,187千円 

退職手当引当金繰入額             0千円 

徴収不能引当金繰入額           25,283千円 

資産除売却益（損）           217,551千円 

純資産変動計算書の本年度差額           1,412,159千円 



 

 

③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額  1,500,000千円 

④ 重要な非資金取引 

該当なし 


